
平成１３年(ネ)第２４１０号 実用新案権侵害差止等請求控訴事件（原審・大阪地方
裁判所 平成１２年(ワ)第８８４１号）
　　　　　　　　　　　判　　　　　　　　決
              控訴人（１審原告）　　　　　長谷川電機工業株式会社
              同訴訟代理人弁護士　　　　　北　方　貞　男
              同　　　　　　　　　　　　　辰　巳　和　男
              同補佐人弁理士　　　　　　　田　中　秀　佳
              被控訴人（１審被告）　　　　マルチ計測器株式会社
              被控訴人（１審被告）　　　　株式会社ムサシインテック
              同２名訴訟代理人弁護士　　　高　橋　譲　二
                      主　　　　　　　　文
  １　本件控訴を棄却する。
  ２　控訴人が当審で拡張した請求をいずれも棄却する。
  ３　控訴費用（拡張した請求に関する部分を含む。）は控訴人の負担とする。
                      事実及び理由
第１　当事者の求めた裁判
  １　控訴人
    (1) 原判決を取り消す。
    (2) 被控訴人マルチ計測器株式会社は，別紙イ号物件目録記載の物件（以下
「イ号物件」という。）を製造し，譲渡し，譲渡目的の展示をしてはならない。
    (3) 被控訴人マルチ計測器株式会社は，その事業所（倉庫を含む。）に存在す
る前項の物件を破棄せよ。
    (4) 被控訴人マルチ計測器株式会社は，控訴人に対し，１１７２万６５００円
及び内５００万円に対する平成１２年６月２０日から，内５６６万６５００円に対
する平成１３年１０月６日からそれぞれ支払済みまで年５分の割合による金員を支
払え。
    (5) (4)の予備的請求
　被控訴人マルチ計測器株式会社は，控訴人に対し，２１３万３３００円及びこれ
に対する平成１３年１２月２６日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払
え。
（後記第２の２のとおり，予備的請求ではないと考える。）
    (6) 被控訴人株式会社ムサシインテックは，別紙ロ号物件目録記載の物件（以
下「ロ号物件」という。）を製造し，譲渡し，譲渡目的の展示をしてはならない。
    (7) 被控訴人株式会社ムサシインテックは，その事業所（倉庫を含む。）に存
在する前項の物件を廃棄せよ。
    (8) 被控訴人株式会社ムサシインテックは，控訴人に対し，８２０万６２００
円及び内３５０万円に対する平成１２年６月２１日から，内３９６万６２００円に
対する平成１３年１０月６日からそれぞれ支払済みまで年５分の割合による金員を
支払え。
    (9) (8)の予備的請求
　被控訴人株式会社ムサシインテックは，控訴人に対し，１１１万９９３０円及び
これに対する平成１３年１２月２６日から支払済みまで年５分の割合による金員を
支払え。
（後記第２の２のとおり，予備的請求ではないと考える。）
    (10) 訴訟費用は，第１，２審とも被控訴人らの負担とする。
    (11) 仮執行宣言
  ２　被控訴人ら
　主文と同旨
    （以下，控訴人を「原告」，被控訴人マルチ計測器株式会社を「被告マルチ計
測器」，被控訴人株式会社ムサシインテックを「被告ムサシインテック」とい
う。）
第２　事案の概要
  １　請求及び原判決の結論等
    (1) 原告は，原審イ号物件が本件考案の技術的範囲に属するとして，本件実用
新案権に基づき，被告マルチ計測器に対し，原審イ号物件（ＬＶ－１）の製造，譲
渡，譲渡のための展示の差止め及び同物件の廃棄を求め，被告ムサシインテックに
対し，原審イ号物件（ＭＨＴ－６）の譲渡，譲渡目的のための展示の差止め及び同
物件の廃棄を求めるとともに，被告マルチ計測器に対し金５００万円及びこれに対



する遅延損害金，被告ムサシインテックに対し金３５０万円の損害賠償及びこれに
対する遅延損害金の支払をそれぞれ求めた。
　なお，原告は，当審において，原審イ号物件（ＬＶ－１）をイ号物件，原審イ号
物件（ＭＨＴ－６）をロ号物件と表示し，これに伴い，原審イ号物件目録をイ号物
件目録及びロ号物件目録のとおり訂正した（これらは，いずれも訴えの変更ではな
く，イ号物件及びロ号物件の表示の訂正にすぎない。）。
    (2) 原審は，原審イ号物件が本件考案の技術的範囲に属するとは認められない
とし，原告の請求をいずれも棄却した。
    (3) 原告は，これを不服として，控訴を提起するとともに，被告ムサシインテ
ックに対しては，ロ号物件の製造の差止を，被告両名に対しては，損害賠償の支払
をそれぞれ前記第１の１のとおり拡張して求めた（原告は，被告両名に対する損害
賠償請求の予備的請求として，本件考案実施料相当額の損害賠償請求をするが，訴
訟物は同じ損害賠償請求であり，損害額についての予備的主張をしたにすぎないと
考える。）。
  ２　争いのない事実等（証拠の引用のない事実は，当事者間に争いがない。）
    (1) 本件実用新案権
　原告は，次の実用新案権を有している。
　登録番号　　第２５３５８４１号
　考案の名称　検電器
　出願日　　昭和６３年３月９日（実願昭６３－３１７６１）
　登録日　　平成９年２月２１日
　実用新案登録請求の範囲
　　　　　　　原判決別紙実用新案登録公報（甲１）該当欄記載のとおり
    (2) 本件考案は，次の構成要件に分説することができる。
      Ａ　被検知電路と電気的に結合される検知先端部を有し，
      Ｂ　この検知先端部からの入力電圧に基づいて被検知電路が充電されている
か否か，及び，低圧又は高圧のいずれで充電されているかを低圧及び高圧検出回路
により検出し，
      Ｃ　上記検知先端部を，抵抗値が数十ＫΩ～１ＭΩを有し，被検知電路の短
絡を防止する抵抗体物質で構成したことを特徴とする
      Ｄ　検電器
    (3) 被告マルチ計測器は，イ号物件を製造，販売し，被告ムサシインテック
は，ロ号物件を製造，販売している（別紙イ号物件目録，同ロ号物件目録中の各
２(3)については争いがある。）。
    (4) イ号物件，ロ号物件は，いずれも，「被覆電線や裸端子などの被検知電路
に接触させたときに，これと電気的に結合される検知先端部を有する」「検電器」
であり，本件考案の構成要件Ａ及びＤを充足する。
  ３　争 点
    (1) イ号物件，ロ号物件は本件考案の技術的範囲に属するか。
      ｱ　イ号物件，ロ号物件の構成
      ｲ　構成要件Ｂ該当性
       (ｱ) 構成要件Ｂにいう「高圧」，「低圧」の意義
       (ｲ) イ号物件，ロ号物件には「低圧及び高圧検出回路」が存在するか。
      ｳ　構成要件Ｃ該当性
　イ号物件，ロ号物件の検知先端部の抵抗値は数十ＫΩ～１ＭΩの範囲にあるか。
    (2) 本件実用新案権には明らかな無効原因が存在するか。
    (3) 損害額
  ４　争点に関する当事者の主張
　争点に関する当事者の主張は，次のとおり付加，訂正等するほか，原判決「事実
及び理由」中の「第３ 争点に関する当事者の主張」に記載のとおりであるから，こ
れを引用する。
    【原判決の訂正等】
    (1) 上記引用部分（第３の３を除く。）中「イ号物件」とあるのを「イ号物
件，ロ号物件」と読み替える。
    (2) 原判決イ号物件目録を別紙イ号物件目録及び同ロ号物件目録に改める。
    (3) 同５頁７～８行目の「定圧交流」を「低圧交流」と改める。
    (4) 同７頁６行目の「６００Ｖから」を「６００Ｖを超え」と，同２５行目の
「電気工事」を「電気と工事」と各改める。



    (5) 同１０頁１０行目の「１ＭΩ程度」の次に「以上」を加える。
    (6) 同１１頁１２行目の「イ号物件」の次に「及びロ号物件合計」を加える。
    (7) 原判決「事実及び理由」中の「第３ 当事者の主張」３を後記【当審におけ
る原告の主張】(4)，【当審における被告らの主張】(4)のとおり，改める。
    【当審における原告の主張】
    (1) 構成要件Ｂにいう「高圧」，「低圧」の意義
　被告らの当審主張(1)は争う。
    (2) イ号物件，ロ号物件には「低圧及び高圧検出回路」が存在するか。
      ｱ　検漏電回路について
　漏電とは電路，その他の電気用品の絶縁が悪く，電流が他に漏れている状態であ
り，例えば電気機器の充電部と外部の機器ケースとの間との絶縁が劣化した場合に
おいて，電流が機器ケースに漏れることをいう。
　この機器ケースが接地されていない場合において，① まず，絶縁劣化がないとき
は，検電器をこれに接触させると，別紙見取図左側のように，充電部と検電器間の
浮遊静電容量(Ｃ)を経て充電部のＡＣ電圧Ｅが検電器に印加されることになるとこ
ろ，Ｃのインピーダンス（１／ωＣ）の値が大きいため，Ｃに加わる電圧Ｅ１と検
電器インピーダンスＺ１に加わる電圧Ｅ２に分圧されてＥ２の電圧が低くなり，検
漏電検出回路が動作せず，したがってＬランプは点灯しない。② しかし，充電部と
これらとの間の絶縁が劣化しているときには，抵抗Ｒの値が低くなるため，検電器
をこれらに接触させると，別紙見取図右側のように，Ｒに加わる電圧Ｅ１が小とな
り，検電器インピーダンスＺ１に加わる電圧Ｅ２との分圧比Ｅ１／Ｅ２が小さくな
り，Ｅ２が比較的高くなるので，検漏電検出回路が動作し，したがってＬランプが
点灯する。③ なお，検電器を持つ検査員の人体の対地インピーダンスＺ２の値はほ
とんどＺ１と変わらないので，検電器の把持部と人体間に流れる電流の値は②を妨
げないが，検知者が絶縁靴を履くなどした場合には，Ｚ２の値が大となり，Ｚ１と
Ｚ２の直列インピーダンスが大となり，検電部の把持部と人体間に流れる電流の値
が小となり，②の場合で一般的にはＬランプが点灯すべき場合であっても，この場
合にはＬランプは点灯しない。
　被告らは，上述の現象について，検漏電ランプは人体抵抗値の違いによって動作
したりしなかったりすると主張するが，そのこと自体は，初歩の電気理論から導か
れる当然の帰結であり，なんら特別の事柄ではない。
　結局，絶縁劣化により漏電している場合には，充電部自身が持つ電位（交流電源
電圧Ｅ）は，漏電箇所である例えば機器ケース表面との電位差（電圧Ｅ１）とＥか
らＥ１を控除した電圧Ｅ２に分圧されるが，機器ケース表面の電位（Ｅ２）が高圧
であれば，Ｌランプが点灯するのであり，検漏電回路は，電圧（高圧）を検知する
回路であり，イ号物件，ロ号物件は，ともに入力電圧の低圧，高圧に応じて検電ラ
ンプ，Ｌランプという２種類のランプの点灯を使い分けている（検出している。）
から，本件考案の「低圧及び高圧検出回路」を有しているということができる。
      ｲ　感電防止について
　被告らは，電圧が一定であっても，抵抗値の大小（検知者の衣類などによって変
わる。）によって電流値が変化するから，電流検出回路には一定の電圧が入力され
ているか否かを検出する機能はないと主張するが，検電器のインピーダンスと他の
インピーダンス（検知者の衣類などによって変わる。）を混ぜて判断することは誤
りである。
　実際に検電作業を行うに際しては，検電器自体のインピーダンス以外の抵抗を含
むインピーダンスが必ず随伴するものであり，検出機能は検電器自体のインピーダ
ンスによって判断すべきであるが，一方，検電器のインピーダンスは約２０ＭΩで
あるので，それ以外のインピーダンスといえる絶縁劣化の抵抗Ｒ０．１～０．２Ｍ
Ωが直列に接続されても，検電器自体のインピーダンスが高いので，それ以外のイ
ンピーダンス（Ｒ）は無視して差し支えなく，結局，漏電電流は，常に，検電器自
体のインピーダンスに大きく影響を受けるので，絶縁劣化の抵抗Ｒに影響を受ける
電流を検出するとはいえず，検電器インピーダンスの分圧電圧Ｅ２に基づいた電圧
を検出していると解すべきである。
　検電器自体のインピーダンスは，絶縁劣化の抵抗Ｒや人体の抵抗に比し，極めて
高いので，電路電圧の変化がなくても人体に流れる電流の大小を検出することがで
きるというためには，オームの法則上，検電器自体のインピーダンスを変化させる
以外に方法はない。
    (3) イ号物件，ロ号物件の検知先端部の抵抗値



      ｱ　本件考案の検知先端部は，短絡防止のため，抵抗体物質で構成されてい
る。したがって，検知先端部の抵抗値の測定は，検電器を検知者が通常使用する状
況に即して考える必要があり，そのためには，イ号物件，ロ号物件の検知部の導電
性ゴムの露出している部分の幅（縦又は横）の中に，被検知電路と他の充電部が収
まるようにして，検電器をこれらに接触させ，しかも，表面に付けるだけというよ
りも，ある程度の力でそれらに押しつけるというのが普通であると考えられるか
ら，単に導電性ゴムの表面抵抗ではなく，両方の電路が導電性ゴムを押し下げるこ
とによってできる二つの凹み間の抵抗値を測定すべきである。
　このようにしてイ号物件，ロ号物件の検知先端部の抵抗値を測定した結果，１９
ＫΩが最低値であった（甲３）。
      ｲ　被告らは，測定結果についての報告書（乙２６）について，同報告書は，
ＳＲＩＳ２３０１（「規格試験方法」）を根拠としていると主張するが，同報告書
は，同規格試験方法に準ずる試験方法とはいえず，信用できない。
    (4) 損害額
      ｱ　被告マルチ計測器
　被告マルチ計測器は，平成１１年１月から平成１３年８月までの間に，イ号物件
の製造，販売により次の利益を上げ，原告に次のとおりの損害を与えた。
       (ｱ) 主位的主張
           a　被告マルチ計測器は，上記期間中，イ号物件を２万１３３３個（平
成１１年１月～平成１２年３月の１５か月間の実施料数１万個を１５で除し，これ
に請求期間の３２か月を乗じた数値）を製造，販売したが，同被告が受けた１個当
たり５００円の利益の額を乗ずると，同被告が受けた利益の合計は１０６６万６５
００円となる。
           b　弁護士費用
　被告マルチ計測器に対する請求に関する訴訟の提起，遂行に要した弁護士費用は
１０６万円を下らない。
           c　合計　１１７２万６５００円
       (ｲ) 予備的主張（実施料相当額）
　被告マルチ計測器は，上記期間中，イ号物件を２万１３３３個を製造，販売した
が，その１個当たりの実施料相当額は，販売単価２０００円の５％に相当する１０
０円を下らず，その合計は，２１３万３３００円となる。
      ｲ　被告ムサシインテック
　被告ムサシインテックは，平成１１年１月から平成１３年８月までの間にロ号物
件の販売により次の利益を上げ，原告に次のとおりの損害を与えた。
       (ｱ) 主位的主張
           a　被告ムサシインテックは，上記期間中，ロ号物件を１万０６６６個
（平成１１年１月～平成１２年３月の１５か月間の実施料数５０００個を１５で除
し，これに請求期間の３２か月を乗じた数値）を販売したが，同被告が受けた１個
当たり７００円の利益の額を乗ずると，同被告が受けた利益の合計は７４６万６２
００円となる。
           b　弁護士費用
　被告ムサシインテックに対する請求に関する訴訟の提起，遂行に要した弁護士費
用は，７４万円を下らない。
           c　合計　　８２０万６２００円
       (ｲ) 予備的主張（実施料相当額）
　被告ムサシインテックは，上記期間中，ロ号物件を１万０６６６個を販売した
が，その１個当たりの実施料相当額は，販売単価２１００円の５％に相当する１０
５円を下らず，その合計は，１１１万９９３０円となる。
    【当審における被告らの主張】
    (1) 構成要件Ｂにいう「高圧」，「低圧」の意義
　わが国の電路電圧に関しては，低圧の意義が６００Ｖ，高圧の意義が６００Ｖ超
７０００Ｖ以下であることが一義的に明らかであり，その他の電圧数値が定められ
ることはなく，また，単に相対的な意味で解されるという余地は全くない。
　特に，検電器は，高圧用，低圧用に厳密に区別され，もし，この区別を誤ること
があれば，検知者の感電，機器の破損，火事や停電といった事故も考えられる。そ
れにもかかわらず，本件明細書中に特に電圧を数値で特定して低圧，高圧の範囲を
明示しなかったのは，上記のとおり，その意義が一義的だからである。
    (2) イ号物件，ロ号物件には「低圧及び高圧検出回路」が存在するか。



      ｱ　原告の当審主張(2)アについて
　原告は，イ号物件，ロ号物件の動作について，なんら特別の事柄ではないという
が，従来の検電器は，検電器インピーダンスが数百ＭΩと高いために，充電部と機
器ケース表面間の静電容量から算定されるインピーダンスより遙かに大きく，触れ
ても危険でないにもかかわらず，ケース表面に接触すると検電器が動作することが
多かった。これに対し，イ号物件，ロ号物件は，検漏電回路を加え，検電器内部イ
ンピーダンスを約２０ＭΩとしたため，ＡＣ１００Ｖ電路では検漏電回路に流れる
電流が所定値以上の時にＬランプが点灯するとしたことで，従来の検電器にはない
機能が付加された。
　上記機能により，電路電圧がＡＣ２００Ｖであっても絶縁の良い３０～５０ＭΩ
ではＬランプは点灯せず，ＡＣ１００Ｖであっても絶縁が悪く１～２ＭΩ以下のと
きはＬランプは点灯する。すなわち，検漏電回路は電路電圧の数値に依存せず，あ
くまでも機器の絶縁抵抗の大きさにより検漏電器に流れる電流の大きさに依存して
動作する電流動作型である。
      ｲ　原告の当審主張(2)イについて
　イ号物件，ロ号物件の検漏電回路のインピーダンスを約２０ＭΩと従来の低圧検
電器や高圧検電器に比べ約１０分の１にすることにより，機器の絶縁状態の大きさ
によって検漏電器に流れる電流が変化するようにしたものであり，原告の主張は誤
りである。
    (3) イ号物件，ロ号物件の検知先端部の抵抗値
　乙２６によっても，イ号物件，ロ号物件の検知先端部の抵抗値は，数十ＫΩ～１
ＭΩの範囲内にないことがいえる。乙２６に示された実験方法は日本ゴム協会標準
規格ＳＲＩＳ２３０１の電流ー電圧法に従って，中立的な立場にある機関によって
測定されたものである上，この測定方法は国の内外で広く用いられているのである
から，その測定結果は信頼できる。
　原告提出の甲３，１６，３６に見られる測定方法では，何故に１００ｇないし２
００ｇの加圧をする必要があるか不明であるなど，そのとられた測定方法，条件に
合理性があるのか疑問である。
    (4) 損害額
　損害額についての原告の当審主張は争う。
第３　争点に対する判断
    　当裁判所も，原告の請求はいずれも理由がないと判断する。その理由は，次
に記載するとおりである。
  １　争点(1)ア（イ号物件，ロ号物件の構成）について
    (1) イ号物件について
　前記争いのない事実等及び証拠（甲４の１・２，検甲１～４，乙７，１２，乙１
３の１・２，乙２５），弁論の全趣旨を総合すれば，イ号物件は，別紙イ号物件目
録図１の本体部分を手で持ち，導電性ゴムからなる検知先端部を被覆電線や裸端子
を被うフレーム部分に接触させたときに，人体に流れる電流を検出して，被検知電
路がＡＣ６００Ｖ以下の交流電圧で充電されていることを検出する使用電圧範囲が
ＡＣ０Ｖ～６００Ｖの検電器であること，イ号物件を構成する回路は同図２及び２
－２記載のとおりであり，コンデンサＣ１から抵抗Ｒ１に至る回路（以下「検電回
路」という。）と，コンデンサＣ１から抵抗Ｒ１７に至る回路（原告が「高圧検出
回路」，被告が「電流検出回路」と主張するもの，以下「検漏電回路」という。）
という２種類の回路を有していることが認められる。
    (2) ロ号物件について
　ロ号物件も，別紙ロ号物件目録記載のとおり，上記同様の２種類の回路を有して
いることが認められる。
  ２　争点(1)イ(ア)（構成要件Ｂにいう「低圧」，「高圧」の意義）について
　原告は，本件考案の構成要件Ｂにいう「低圧」，「高圧」が，特定の電圧値の範
囲を意味するものと解することはできないと主張し，これに対し，被告らは，本件
考案の「低圧」，「高圧」は交流（ＡＣ）に関するものであるが，交流における
「低圧」とは６００Ｖ以下を，「高圧」とは６００Ｖを超え７０００Ｖ以下をいう
と反論する。前記１のとおり，イ号物件，ロ号物件は，いずれも，使用電圧範囲が
ＡＣ０Ｖ～６００Ｖであるから，被告らの主張によると，イ号物件，ロ号物件はい
ずれも，構成要件Ｂ中「低圧又は高圧のいずれで充電されているかを低圧及び高圧
検出回路により検出し，」を充足しないことになるが，原告の主張によると，イ号
物件，ロ号物件の使用電圧がＡＣ０Ｖ～６００Ｖであることを理由に，構成要件Ｂ



該当性を否定することはできないこととなる。
　そこで検討するに，当裁判所も，本件考案の構成要件Ｂにいう「低圧」，「高
圧」が，特定の電圧値の範囲を意味するものと解することはできず，２種類の電圧
のうち相対的に低い電圧，高い電圧という意味と解するしかないと考える。
　その理由は，次のとおり付加，訂正するほか，原判決「事実及び理由」中の「第
４ 当裁判所の判断」１(2)アに記載のとおりであるから，これを引用する。
【原判決の訂正】
　原判決１４頁１６行目の「記載もない。」を「記載は，せいぜい，二つの異なる
一定の範囲の電圧において，被検電電路が充電されているか否かを検出することが
目的とされていることが窺える程度であって，それ以上，具体的な記載はない。」
と改める。
    【当審で付加された主張に対する補足説明】
    (1) 被告らは，高圧，低圧が単に相対的な意味で解されるという余地は全くな
く，検電器の高圧用，低圧用の区別を誤ると危険であると主張するが，二つの異な
る範囲の電圧の被検知電路の充電の有無を検出することができることに本件考案の
効果を認めることができる以上，「低圧」，「高圧」を相対的な意味に定義し，本
件考案の請求の範囲を特定することは許されるというべきである。
　なお，審判書（甲１９）によると，本件考案にかかる無効審判において，本件考
案は，引用例である実願昭５８－９８６８６と相違するとされたが，その相違点
は，二つの回路を有するか否かという点にあったと認められ，同回路の電圧が特定
されているか否かという点にあったとは認められない。
　また，本件考案にかかる手続補正書（甲２１）において，「その目的とするとこ
ろは，被検知電路が低圧又は高圧のいずれであっても充電可能とし，その検電時
で」と補正がなされていることが認められるが，このことにより，低圧検電用又は
高圧検電用として兼用でき，汎用性が向上するとの作用効果を認めることができる
のであって，この作用効果のために，高圧，低圧の数値を具体的に限定する必要が
あるとは考えられない。
　もちろん，本件考案の実施品においては，兼用される低圧検電用と高圧検電用の
電圧の範囲が具体的に特定されることになるが，どの範囲で特定するかは，消費者
の需要などを考慮して定められることになり（その結果，被告らの主張する数値を
もって，低圧用，高圧用を振り分けることも十分あり得る。），別途，消費者に周
知させる手段が講じられるであろう。その際，誤った対象の被検知電路に検電器を
使用することが危険であることを否定できないが，このような危険の防止について
は，上述した周知を徹底させる方法がとられるべきであるものの，上記「低圧」，
「高圧」の定義についての考え方を左右するものではない。
    (2) なお，被告らは，当審においても，低圧を６００Ｖ以下，高圧を６００Ｖ
を超え７０００Ｖ以下である旨明記された文献などがあるとして，乙３０～４１，
４４，４５を提出するが，これらの文献などの存在によって，通常，被告らが主張
する数値により低圧と高圧とを分類することが多いことは容易に認定できるもの
の，上記認定を左右するには至らないというべきである。
  ３　争点(1)イ(イ)（イ号物件，ロ号物件に「低圧及び高圧検出回路」が存在する
か）について
　当裁判所も，イ号物件，ロ号物件に，本件考案の構成要件Ｂにいう「低圧及び高
圧検出回路」が存在すると認めることはできないと判断する。
　その理由は，次のとおり付加，訂正するほか，原判決「事実及び理由」中の「第
４ 当裁判所の判断」１(2)イに記載のとおりであるから，これを引用する。
　なお，原告は，原審において，イ号物件及びロ号物件を一括してイ号物件と表示
していたところ，両者は，前記１のとおり，商品名を異にするだけで，同じ回路を
有すると認められるので，本件争点については，イ号物件について判断する。
【原判決の訂正】
　原判決１７頁１５行目の「イ号物件については、」から同頁１８行目の「提出さ
れていない。」までを「イ号物件については，２００Ｖ以上の電圧を印加させた場
合，絶縁劣化抵抗値や絶縁靴の着用の有無，土台などによる条件にかかわらず，必
ず検漏電ランプ（Ｌランプ）が動作することを示す実験結果等は提出されていな
い。」と改める。
    【当審で付加された主張に対する補足説明】
    (1) 原告の当審主張(2)アについて
　原告は，絶縁劣化により漏電している場合には，充電部自身が持つ電位は，漏電



箇所である例えば機器ケース表面間の電位差（電圧Ｅ１）と電圧Ｅ２に分圧される
が，機器ケース表面の電位（Ｅ２）が高圧であれば，Ｌランプが点灯するのである
から，検漏電回路は，電圧（高圧）を検知する回路であると主張し，甲２３ないし
２６，３０，３７，４２を提出する。
　たしかに，甲２６によると，イ号物件を使用して，先端検知部に加わる電圧を変
化させながら，検漏電回路が動作する値を測定したところ，検知者が通常の靴を履
いている場合，１０４Ｖで動作したのに対し，絶縁靴を履いている場合でも，１０
８Ｖで動作したこと，さらに，イ号物件のクリップでアースに落とすと（すなわ
ち，検知者の人体のインピーダンスをゼロに近づける。），９０Ｖで動作すること
が認められる。これによると，イ号物件の検知先端部分に加わる電圧が，１００Ｖ
程度で，検漏電回路が動作することが窺える。
　しかし，漏電の有無を検知しようとして，充電部を覆う機器ケースの表面にイ号
物件の先端検知部を接触させる場合において，同先端検知部に加わる電圧が１００
Ｖのときに検漏電回路が動作したからといって，本件考案の構成要件Ｂの「被検知
電路が充電されているか否か，及び，低圧又は高圧のいずれで充電されているかを
低圧及び高圧検出路により検出し」というところの「被検知電路」の電圧を検知し
ていることにはならないというべきである。
　すなわち，本件明細書によると，本件考案にかかる検電器は，被検知電路を充電
可能の状態で，充電されているか否か，及び，低圧又は高圧のいずれで充電されて
いるかを検知するものであって，被検知電路を機器ケース表面としてこれを検知す
るものでないから，被検知電路と機器ケース表面との間の絶縁が良好な場合にも，
不良の場合にも，予め定めた低圧，高圧の電圧の区分に従い，低圧検電回路又は高
圧検電回路が動作する必要がある。
　イ号物件の場合，検漏電回路は，電気機器の充電部（被検知電路）に一定の電圧
がかかっていることを前提に，低圧検電回路により充電されているか否かを検知す
るとともに（その場合は，上記充電部の電位を検知することになる。），外部の機
器ケースに触れた場合，危険かどうかを調べるためのものである上（乙１２，１
３，弁論の全趣旨），乙４８によると，被検知電路（充電部）と機器ケース表面と
の間の絶縁状態によって，被検知電路の電圧が１００Ｖであっても検漏電回路が動
作し（Ｌランプが点灯し），被検知電路の電圧が２００Ｖを超える場合であっても
検漏電回路が動作しない（Ｌランプが点灯しない）場合があることが認められる。
      　したがって，その余の甲号証を検討するまでもなく，当審で付加された原
告の上記主張を採用することはできない。
　なお，原告は，「イ号物件の検電回路の内部インピーダンスは１００ＭΩ以上，
検漏電回路のそれは２０ＭΩであるが，これらは，並列に接続されていて分離する
ことができないから，検電器としての内部インピーダンスは約２０ＭΩで一定であ
る。そして，検電路と検漏電路は，各々の内部インピーダンスから分圧して，各回
路の検出動作を行っている。被告らは，検電回路の動作は，同回路の内部インピー
ダンスが１００ＭΩ以上なので，絶縁劣化抵抗が直列に入ってもほとんど影響を受
けずに対象電圧を検出できるとしているが，それは誤りである。」と主張する。た
しかに，甲２４，４６によると，イ号物件では，検電回路（内部インピーダンス１
００ＭΩ以上）と検漏電回路（内部インピーダンス２０ＭΩ）が並列に接続されて
いることが窺えるが，原告自身が自認するように，イ号物件では，所期の値で動作
するように，検電回路の場合には，動作電圧を検漏電回路の動作電圧に比し，低く
設定していることが推測される。しかし，検電回路は，内部インピーダンスが高い
ため，被検知電路と機器ケースの表面との間の絶縁劣化抵抗の影響をほとんど受け
ず，一方，検漏電回路は，内部インピーダンスが低いため，上記絶縁劣化抵抗が直
列に入る以上その影響を受けることには変わりない。したがって，被検知電路の電
圧が一定であっても，絶縁劣化抵抗の高い場合は，検電回路のみが動作し，検漏電
回路は動作せず，一方，絶縁劣化抵抗の低い場合は，検電回路と検漏電回路の双方
が動作すると考えられ，上述の判断を左右するものではないというべきである。
    (2) 原告の当審主張(2)イについて
　原告は，被告らが，検電器のインピーダンスと他のインピーダンス（検知者の衣
類などによって変わる。）を混ぜて判断することを非難し，漏電電流は，検電器自
体のインピーダンスに大きく影響を受けるので，絶縁劣化の抵抗Ｒに影響を受ける
電流を検出するとはいえず，検電器インピーダンスの分圧電圧Ｅ２に基づいた電圧
を検出していると解すべきであり，検電器自体のインピーダンスは，絶縁劣化の抵
抗Ｒや人体の抵抗に比し，極めて高いので，電路電圧の変化がなくても人体に流れ



る電流の大小を検出することができるというためには，オームの法則上，検電器自
体のインピーダンスを変化させる以外に方法はないと主張し，甲４１を提出する。
　たしかに，検知者の人体を流れる電流を正確に計測するためには，原告が主張す
るように，検電器自体のインピーダンスを最小にする必要があるというべきである
が，イ号物件の検漏電回路は，検知者の人体を流れる電流を正確に測定することが
目的ではなく，検知者が機器のケースに触れても安全か否かを判断するための装置
であり（甲４の１・２，甲３３の１・２，弁論の全趣旨），そのために，検漏電回
路を含むイ号物件のインピーダンスを通常の検電器より低くし，機器の絶縁抵抗の
レベルに合わせたと認めることができ，機器の絶縁抵抗の大きさや検知者が絶縁靴
を履いているか否かという条件も含めた上で，検知者の人体に流れる電流が所定値
を超えるか否かを判断するようにしたものであるから，原告の主張を採用すること
はできない。
  ４　争点(1)ウ（構成要件Ｃ該当性）について
　当裁判所も，イ号物件，ロ号物件の検知先端部の抵抗値が数十ＫΩ～１ＭΩの範
囲内にあると認めることができないと判断する。その理由は，次のとおり付加，訂
正するほか，原判決「事実及び理由」中の「第４ 当裁判所の判断」１(3)に記載の
とおりであるから，これを引用する。
【原判決の訂正】
　原判決１９頁２１～２２行目の「抵抗値」から同２２行目の「不明であり、」ま
でを削る。
【当審で付加された主張に対する補足説明】
　本件考案の検知先端部は，短絡防止のため，抵抗体物質で構成されている。した
がって，検知先端部の抵抗値の測定は，検電器を検知者が通常使用する状況に即し
て考える必要があり，そのためには，イ号物件，ロ号物件の検知部の導電性ゴムの
露出している部分の幅（縦又は横）の中に，被検知電路と他の充電部が収まるよう
にして，検電器をこれらに接触させ，しかも，表面に付けるだけというよりも，あ
る程度の力でそれらに押しつけるというのが普通であると考えられるから，単に導
電性ゴムの表面抵抗ではなく，両方の電路が導電性ゴムを押し下げることによって
できる二つの凹み間の抵抗となると考えられる。
　たしかに，本件考案の検電器の使用方法は，原告が主張するような状況において
使用する面を有すると考えられ，また，イ号物件やロ号物件も同様の使用方法をす
ることが考えられるが（弁論の全趣旨），検電器を被検知電路に押しつける力につ
いては，その平均値を求めることは困難であり，その平均値を認めるに足る証拠も
ない（特に，被検知電路に対しては，ある程度の力をもって検電器の検知先端部を
接触させる可能性を否定できないが，短絡が想定される他の充電部に対しても，被
検知電路に対するのと同じ力で，検知先端部を接触させることが通常であるとはい
えない。）。しかも，本件明細書には，その測定条件が示されていないことを考え
ると，検知先端部の抵抗値の測定方法を上記の方法をとる必要があるとは限らず，
一般的に抵抗値測定方法として広く承認されていると認められる日本ゴム協会標準
規格ＳＲＩＳ２３０１の電流ー電圧法（乙２６）に従った測定方法を不当というこ
とはできないと考える。
　これによると，甲３，１６だけでなく，当審で提出された甲３６，３９，４１，
４２，４４についても，直ちにこれをもって正当な測定値の証拠として採用するこ
とはできないというべきである。
第４　結 論
    　以上によると，イ号物件は，本件考案の構成要件Ｂ，Ｃを充足していると認
めることができず，本件考案の技術的範囲に属するとはいえない。したがって，イ
号物件と構成を同じくするロ号物件も同様，本件考案の技術的範囲に属するとはい
えない。
　したがって，その余の点について判断するまでもなく，原告の請求は理由がな
く，これを棄却すべきところ，これと同旨の原判決は相当である。
　よって，本件控訴を棄却した上，当審で追加された部分の請求を棄却することと
し，主文のとおり判決する。
　（当審口頭弁論終結日 平成１４年３月２５日）

　　　大阪高等裁判所第８民事部

            裁判長裁判官　　　　　若　　林　　　　　諒



　　　　　　　　　裁判官　　　　　小　　野　　洋　　一

　　　　　　　　　裁判官　　　　　山　　田　　陽　　三

                      イ号物件目録

１　商品名
　ＶＯＬＴＡＧＥ　ＤＥＴＥＣＴＯＲ　ＬＶ－１
　ＭＡＸ．ＡＣ６００Ｖ　ＭＵＬＴＩ（以上，検電器に表示）
　ＭＵＬＴＩ　ＬＶ－１　ＭＡＸ．　ＡＣ６００Ｖ　５０／６０Ｈｚ　共用感電チ
ェック付　検電器（以上，説明用台紙に表示）

２　イ号物件の説明
  (1) 外形図面
　原判決添付別紙図１のとおり
  (2) 検出回路図面
　原判決添付別紙図２及びその原図に相当する図２－２
  (3) 使用方法
　上記図１の本体部分を手で持ち，抵抗値の高い検知部を被検知電路に裸線または
被覆の上から接触させて，低圧又は高圧交流電圧を検知する。

　　　　　　　　　　　ロ号物件目録

１　商品名
　７２００低圧検電器　ＭＡＸ．ＡＣ６００Ｖ
　ＭＨＴ－６（以上，検電器に表示）
　ＶＯＬＴＡＧＥ　ＤＥＴＥＣＴＯＲ　ＭＯＤＥＬ　低圧検電器　ＭＨＴ－６　感
電チェック機能付音響発光式低圧検電器　ＭＡＸ．５０／６０Ｈｚ共用（以上，説
明用台紙に表示）

２　ロ号物件の説明
  (1) 外形図面
　原判決添付別紙図１のとおり
  (2) 検出回路図面
　原判決添付別紙図２及びその原図に相当する図２－２
  (3) 使用方法
　上記図１の本体部分を手で持ち，抵抗値の高い検知部を被検知電路に裸線または
被覆の上から接触させて，低圧又は高圧交流電圧を検知する。


